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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期
第３四半期
連結累計期間

第84期
第３四半期
連結会計期間

第83期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 358,378 89,285 595,463

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△14,365 △29,389 41,780

四半期純損失（△）又は当期純利益（百万円） △20,027 △24,281 7,830

純資産額（百万円） － 155,293 199,545

総資産額（百万円） － 458,465 486,238

１株当たり純資産額（円） － 249.48 323.03

１株当たり四半期純損失金額（△）又は当期純利益金額（円） △35.03 △42.48 13.67

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 31.1 38.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
13,553 － 41,657

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△27,016 － △38,049

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
34,842 － △744

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） － 41,687 20,645

従業員数（人） － 11,441 11,369

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 11,441(1,993)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に外数で記載しております。

２．臨時従業員には、臨時工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 2,737(207)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に外数で記載しております。

２．臨時従業員には、臨時工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績及び受注状況

　当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、また連結会社間の取引が複雑で、事業の種類別セグ

メントごとの生産実績及び受注状況を正確に把握することは困難なため、主要な品目等についてのみ「３．財政状

態及び経営成績の分析(1）業績の状況」において、各事業の種類別セグメントの業績に関連付けて記載しておりま

す。

(2）販売実績

　　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

鉱山・基礎素材（百万円） 18,618

中間素材（百万円） 35,017

組立加工（百万円） 27,781

環境・リサイクル（百万円） 9,780

エンジニアリング（百万円） 5,733

サービス等（百万円） 9,758

内部消去等（百万円） △17,404

合計（百万円） 89,285

　（注）１．セグメントをまたがる販売実績は、各セグメントに含めて表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況　

　当第３四半期連結会計期間の我が国経済は、米国発の金融不安を背景とした世界的な信用収縮が実体経済に波及

し、円高・株安や輸出の減速等に伴う企業収益の圧迫、雇用情勢の悪化など、景気後退が急速に進行してまいりまし

た。

　こうした経済環境の中、当社グループをめぐる事業環境は、鉱山・製錬では金属価格の暴落と円高の進行、電子材

料・自動車用機能部品では需要の大幅な減少など、極めて厳しい状況となりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は892億円、営業損失は244億円となり、経常損失は持分法による投

資損失等を加え、293億円となりました。

　また、特別損益においては、たな卸資産処分損失引当金繰入額を24億円計上し、さらにその他の特別損益、税金費用

および少数株主損失を計上した結果、四半期純損失は242億円となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

 

　①鉱山・基礎素材

　亜鉛のLME（ロンドン金属取引所）価格の暴落と円高の進行に加え、金属価格下落に起因するたな卸資産の評価

損などがあり、売上高は186億円となり、営業損失は66億円となりました。

　　（主要な品目等の生産実績及び受注状況）

　　　亜鉛（当第３四半期連結会計期間の生産量52千ｔ＜共同製錬については当社シェア分＞）

 

　②中間素材

　電解銅箔、半導体実装材料（ＴＡＢテープ・ＣＯＦテープ）、伸銅品等の大幅な受注減と販売価格低下に加え、

たな卸資産の評価損などがあり、売上高は350億円となり、営業損失は108億円となりました。

　　（主要な品目等の生産実績及び受注状況）

　電解銅箔（当第３四半期連結会計期間の生産量4千ｔ）

　半導体実装材料（ＴＡＢテープ・ＣＯＦテープ）（当第３四半期連結会計期間の受注量165百万個）

 

　③組立加工

　自動車用機能部品、ダイカスト品が自動車市場の縮小の影響を受けたため、売上高は277億円となり、営業損失は

19億円となりました。

　　（主要な品目等の生産実績及び受注状況）

　自動車用機能部品（当第３四半期連結会計期間の生産金額186億円）

　ダイカスト品（当第３四半期連結会計期間の生産金額22億円）

 

　④環境・リサイクル

　鉛地金、化成品の販売価格低下とたな卸資産の評価損などがあり、売上高は97億円となり、営業損失は55億円と

なりました。

　　（主要な品目等の生産実績及び受注状況）

　鉛（当第３四半期連結会計期間の生産量12千ｔ）

 

　⑤エンジニアリング

　売上高は57億円となり、営業利益は1億円となりました。

 

　⑥サービス等

　売上高は97億円となり、営業利益は3億円となりました。
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　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

　①日本

　売上高は749億円となり、営業損失は239億円となりました。

　②アジア

　売上高は173億円となり、営業損失は4億円となりました。

　③北米

　売上高は62億円となり、営業損失は8億円となりました。

　④その他の地域

　売上高は24億円となり、営業損失は2億円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費237億円、売上債権の減少

334億円などの増加要因に対し、税金等調整前四半期純損失252億円、仕入債務の減少188億円などの減少要因を差し

引いた結果、135億円のキャッシュの増加となりました。

　当第３四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による269億円の

支出などにより、270億円のキャッシュの減少となりました。

　当第３四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長・短借入金、社債及びコマーシャル

・ペーパー発行により438億円の資金調達を行う一方、配当金68億円の支払などから、348億円のキャッシュの増加

となりました。

　以上の結果、為替換算差額を含めた現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は、416億円となりま

した。

 

　当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費83億円、売上債権の減少

209億円、たな卸資産の減少130億円などの増加要因に対し、税金等調整前四半期純損失336億円、仕入債務の減少92

億円などの減少要因を差し引いた結果、5億円のキャッシュの増加となりました。

　当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による82億円の

支出などにより、79億円のキャッシュの減少となりました。

　当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長・短借入金、社債及びコマーシャル

・ペーパーが309億円増加したことなどから、306億円のキャッシュの増加となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりでありま

す。

　世界的規模で不況が深刻化する中で、当社のほぼすべての事業において販売量が急減しております。

　また、商品価格の急落により、巨額のたな卸資産評価損が発生したこともあり、第３四半期決算は大幅な営業赤字

に転落いたしました。 

　景気回復は早くても平成22年度以降になるとの前提で、下記の対策に取り組んでおります。

　第一に、すべての事業について事業構造を抜本的に見直し、収益基盤の強化を図ります。その上で、ポートフォリオ

の組み替えも実行してまいります。赤字が拡大している半導体実装材料（ＴＡＢテープ・ＣＯＦテープ）事業につ

きましては、平成21年度に同事業による営業損失が極力生じぬよう、抜本的な対策を講じてまいります。

　第二に、全社的に人、物、金を徹底的にスリム化し、コストダウンと業務の効率化を図ります。すでに役員報酬削減

や管理職の給与カットを実行しておりますが、これの加重に加え、対象社員を拡大することも検討中であります。ま

た、人員削減についても検討中であります。

　第三に、キャッシュ・フローを改善するため、たな卸資産残高を圧縮するとともに、設備投資も従来以上に案件を

厳選し、支出額を削減いたします。

　第四に、足元の金融情勢を踏まえ、資金調達の前倒しや、手元流動性の確保に取り組んでおります。第３四半期にお

いては、シンジケートローン契約により212億円を調達し、また、300億円のコミットメント・ラインを前倒し更新い

たしました。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,011百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,944,000,000

計 1,944,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
 

（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式     572,966,166    572,966,166

東京（第一部）

大阪（第一部）

名古屋（第一部）

福岡、札幌、各証券取引所

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は1,000株であ

ります。

 

計
    572,966,166    572,966,166  － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日　
－ 572,966 － 42,129 － 22,557

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在

区　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,419,000 －

「（１）株式の総数等②

発行済株式」に記載のと

おりであります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式 569,793,000 569,793 同上

単元未満株式 普通株式 1,754,166 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 572,966,166 － －

総株主の議決権 － 569,793 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が25,000株（議決権の数25個）含まれてお
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ります。

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

三井金属鉱業株式会社
東京都品川区大崎

一丁目11番１号
1,419,000 － 1,419,000 0.24

計 － 1,419,000 － 1,419,000 0.24

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 364 385 358 334 325 287 252 205 190

最低（円） 311 336 310 298 282 233 146 147 158

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

（執行役員の状況）

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの執行役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏　名 異動年月日
ＣＦＯ(最高財務責任者)
兼 上席執行役員
（経営企画部長 兼 経営企画室
長 兼 中国室長）

ＣＦＯ(最高財務責任者)
兼 上席執行役員
（財務部長 兼 経営企画部長 兼
経営企画室長 兼 中国室長）

樋口　　徹 平成20年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 41,696 20,645

受取手形及び売掛金 ※5
 61,325 98,149

製品 20,945 23,280

半製品 4,467 4,085

原材料 25,408 30,049

仕掛品 25,778 30,890

貯蔵品 5,558 4,414

繰延税金資産 3,831 3,755

その他 18,424 13,293

貸倒引当金 △605 △640

流動資産合計 206,830 227,923

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 151,437 151,010

減価償却累計額 △92,359 △89,879

建物及び構築物（純額） 59,078 61,130

機械装置及び運搬具 320,240 319,428

減価償却累計額 △249,497 △246,012

機械装置及び運搬具（純額） 70,743 73,415

鉱業用地 510 513

減価償却累計額 △186 △178

鉱業用地（純額） 324 334

土地 33,917 34,014

建設仮勘定 6,956 6,604

その他 53,666 49,558

減価償却累計額 △42,298 △40,888

その他（純額） 11,367 8,669

有形固定資産合計 ※4
 182,387

※4
 184,168

無形固定資産 3,433 3,014

投資その他の資産

投資有価証券 42,514 55,653

長期貸付金 836 914

繰延税金資産 17,258 8,490

その他 5,775 6,262

貸倒引当金 △570 △188

投資その他の資産合計 65,814 71,132

固定資産合計 251,635 258,315

資産合計 458,465 486,238
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※5
 31,610 52,436

短期借入金 66,235 52,172

コマーシャル・ペーパー 5,000 －

1年内償還予定の社債 10,000 10,000

未払法人税等 1,038 4,652

繰延税金負債 － 69

引当金 8,550 8,427

その他 26,323 27,024

流動負債合計 148,759 154,782

固定負債

社債 40,000 40,000

長期借入金 72,598 49,750

繰延税金負債 1,834 1,777

引当金

退職給付引当金 30,786 33,382

その他の引当金 5,972 6,216

引当金計 36,758 39,599

負ののれん 152 245

その他 3,068 537

固定負債合計 154,413 131,911

負債合計 303,172 286,693

純資産の部

株主資本

資本金 42,129 42,129

資本剰余金 22,557 22,557

利益剰余金 90,888 117,548

自己株式 △502 △131

株主資本合計 155,072 182,103

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,096 2,743

繰延ヘッジ損益 △5,613 2,354

為替換算調整勘定 △7,972 △2,206

評価・換算差額等合計 △12,489 2,891

少数株主持分 12,709 14,550

純資産合計 155,293 199,545

負債純資産合計 458,465 486,238
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 358,378

売上原価 332,526

売上総利益 25,851

販売費及び一般管理費 ※
 38,088

営業損失（△） △12,237

営業外収益

受取利息 255

受取配当金 1,691

負ののれん償却額 78

不動産賃貸料 775

その他 390

営業外収益合計 3,191

営業外費用

支払利息 2,271

持分法による投資損失 554

為替差損 1,367

その他 1,125

営業外費用合計 5,319

経常損失（△） △14,365

特別利益

固定資産売却益 394

その他 76

特別利益合計 471

特別損失

たな卸資産評価損 4,728

たな卸資産処分損失引当金繰入額 3,355

その他 3,317

特別損失合計 11,401

税金等調整前四半期純損失（△） △25,294

法人税、住民税及び事業税 △5,695

法人税等調整額 294

法人税等合計 △5,401

少数株主利益 133

四半期純損失（△） △20,027
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 89,285

売上原価 101,927

売上総損失（△） △12,642

販売費及び一般管理費 ※
 11,842

営業損失（△） △24,484

営業外収益

受取利息 82

受取配当金 390

不動産賃貸料 259

負ののれん償却額 30

その他 81

営業外収益合計 844

営業外費用

支払利息 787

持分法による投資損失 2,895

為替差損 1,648

その他 418

営業外費用合計 5,749

経常損失（△） △29,389

特別利益

固定資産売却益 64

その他 10

特別利益合計 74

特別損失

たな卸資産処分損失引当金繰入額 2,463

その他 1,918

特別損失合計 4,382

税金等調整前四半期純損失（△） △33,696

法人税、住民税及び事業税 △9,072

法人税等調整額 △146

法人税等合計 △9,218

少数株主損失（△） △196

四半期純損失（△） △24,281
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △25,294

減価償却費 23,781

負ののれん償却額 △78

貸倒引当金の増減額（△は減少） 416

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,422

受取利息及び受取配当金 △1,946

支払利息 2,271

為替差損益（△は益） 110

持分法による投資損益（△は益） 554

固定資産売却損益（△は益） △394

売上債権の増減額（△は増加） 33,494

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,133

仕入債務の増減額（△は減少） △18,855

その他 △1,958

小計 16,810

利息及び配当金の受取額 1,942

持分法適用会社からの配当金の受取額 3,184

利息の支払額 △2,120

法人税等の支払額 △6,167

その他の支出 △97

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,553

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △26,914

有形固定資産の売却による収入 754

無形固定資産の取得による支出 △544

短期貸付金の増減額（△は増加） △262

長期貸付けによる支出 △8

長期貸付金の回収による収入 86

その他 △126

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,016

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 15,884

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 5,000

長期借入れによる収入 32,031

長期借入金の返済による支出 △9,096

リース債務の返済による支出 △996

社債の発行による収入 10,000

社債の償還による支出 △10,000

配当金の支払額 △6,872

少数株主への配当金の支払額 △419

その他 △689

財務活動によるキャッシュ・フロー 34,842

現金及び現金同等物に係る換算差額 △337

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 21,042

現金及び現金同等物の期首残高 20,645

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 41,687
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の

変更

（1）連結の範囲の変更

　　愛知計装㈱は、第１四半期連結会計期間において、当社に吸収合併されたため、連結の

範囲から除外しております。

　　Mitsui Components(U.S.A.),Inc.は、第２四半期連結会計期間において、清算したた

め、連結の範囲から除外しております。

  

 （2）変更後の連結子会社の数

　　44社

  

２．会計処理基準に関する事項

の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

 　たな卸資産

 　　当社及び国内連結子会社は、通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準につい

ては、従来、原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたこ

とに伴い、原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失は、それぞれ10,190

百万円、税金等調整前四半期純損失は14,918百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

EDINET提出書類

三井金属鉱業株式会社(E00024)

四半期報告書

17/36



 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 　　また、従来、後入先出法を採用していた当社の事業部及び国内連結子会社のたな卸資産

の評価方法を、第１四半期連結会計期間より、先入先出法又は総平均法に変更しており

ます。

　　この変更は、近年の非鉄金属の市場価格の大幅な変動により、たな卸資産の貸借対照表

価額と市場価格との乖離傾向が顕著になってきたこと、また、会計基準の国際的動向を

踏まえ、市場価格の変動をたな卸資産の貸借対照表価額に反映し、財政状態をより適切

に表示することを目的として行ったものであります。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期

純損失は、それぞれ5,456百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

  

 （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更

 　有形固定資産

 　　連結子会社の㈱大井製作所及び㈱アキタオオイは、有形固定資産（平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、工具器具備品のうち金型は定額法）の

減価償却の方法については、従来、定率法によっておりましたが、第１四半期連結会計

期間より、定額法に変更しております。

　　この変更は、当社の自動車機器事業部の事業戦略に基づき、㈱大井製作所及び㈱アキタ

オオイと同事業部の事業一体運営の本格化に伴い、第１四半期連結会計期間より、㈱大

井製作所及び㈱アキタオオイが同事業部の生産子会社として機能することが明確に

なったため、親子会社間の会計処理の統一を目的として行ったものであります。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期

純損失は、それぞれ123百万円減少しております。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

EDINET提出書類

三井金属鉱業株式会社(E00024)

四半期報告書

18/36



 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 （3）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

 　　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算

上必要な修正を行っております。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失は783百万円増加し、経常損失及び

税金等調整前四半期純損失は、それぞれ870百万円増加しております。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

  

 （4）リース取引に関する会計基準の適用

 　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれら

の会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　　これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 （5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準の変更

 　　在外子会社等の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換

算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、期中平均相場により円貨に換算す

る方法に変更しております。

　　この変更は、在外子会社等の重要性が増してきており、会計期間を通じて発生する損益

をより適切に連結財務諸表に反映させるために行ったものであります。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失は101百万円、経常損失は14百万円、

税金等調整前四半期純損失は7百万円減少しております。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し

第２四半期連結会計期間末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算

定する方法によっております。

　棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについてのみ正味

売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定

方法

　減価償却の方法として定率法を採用している場合に、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

３．法人税等並びに繰延税金資産

及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

税金費用の計算 　当社及び国内連結子会社の税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結

会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。

　なお、当社及び国内連結子会社の法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて

表示しております。
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法の改正を契機に固定資産の使用状況等を検討した結果、第１四半期

連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失は1,498百万円、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞ

れ1,501百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

（たな卸資産処分損失引当金）

　副産物等のたな卸資産の処分に伴う損失は、従来、処分時に計上しておりましたが、金額的重要性が増してきたため、第

１四半期連結会計期間より、損失見積額をたな卸資産処分損失引当金として計上いたしました。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純損失は、3,355百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響はありません。

また、たな卸資産処分損失引当金は、流動負債の「引当金」に含めて表示しております。

 

（退職給付引当金）

　当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年７月１日付で従来の適格退職年金制度から確定給付企業年金法に基づく

規約型企業年金制度へ移行し、キャッシュバランス類似制度を導入しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

　１．保証債務 　１．保証債務

　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等に対

し、債務保証等を行っております。

　なお、（　）内の金額は連帯保証にかかる保証人間の

取決めによる当社負担額であります。

　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入等に対

し、債務保証等を行っております。

　なお、（　）内の金額は連帯保証にかかる保証人間の

取決めによる当社負担額であります。

(イ）債務保証 百万円

保証総額（当社負担額）

 ※パンパシフィック・カッパー㈱   47,040 (47,040)

 　日鉱製錬㈱    6,972 ( 6,972)

 　エム・エスジンク㈱    2,700 ( 2,700)

 従業員    1,292 ( 1,292)

 ※三井金属（珠海）環境技術有限公

司
532（   532）

 ※三井アルミニウム㈱ 470（   470）　　

 ※㈱三井金属（韓国） 283（   283）　　

 ※その他 6社 800 (   800)

 計  60,091（60,091) 

(イ）債務保証 百万円

保証総額（当社負担額）

 ※パンパシフィック・カッパー㈱ 37,821 (37,821)

 日鉱製錬㈱   8,077 ( 8,077)

 従業員   1,393 ( 1,393)

 ※三井アルミニウム㈱ 945（   945）

 ※上海三井?云貴稀金属循環利用有

限公司
435（   435）

 ※三井金属（珠海）環境技術有限公

司
428（   428）

 ※その他 6社   1,035 ( 1,035)

 計 50,137（50,137)

※　このうち、1,925百万円（1,925百万円）は外貨

建であり、外貨による金額は11,463千米ドル

（11,463千米ドル）、45,000千元（45,000千

元）、3,920,000千韓国ウォン（3,920,000千韓国

ウォン）であります。

　　なお、従業員に対する保証は、金融機関からの住

宅資金借入債務に対するものであります。

※　このうち、3,456百万円（3,456百万円）は外貨

建であり、外貨による金額は24,428千米ドル

（24,428千米ドル）、50,000千元（50,000千

元）、2,920,000千韓国ウォン（2,920,000千韓国

ウォン）であります。

　　なお、従業員に対する保証は、金融機関からの住

宅資金借入債務に対するものであります。

　　また、次の関連会社について、輸入に係る輸入消

費税延納に関する保証を行っており、当該金額

は、上記保証総額（当社負担額）の内数でありま

す。

　また、次の関連会社について、輸入に係る輸入消

費税延納に関する保証を行っており、当該金額

は、上記保証総額（当社負担額）の内数でありま

す。

保証総額（当社負担額）　

※パンパシフィック・カッパー㈱ 5,400（ 5,400)　

 

保証総額（当社負担額）

※パンパシフィック・カッパー㈱ 5,400（ 5,400)

　２．債権流動化に伴う偶発債務は次のとおりでありま

す。

　２．債権流動化に伴う偶発債務は次のとおりでありま

す。

買戻義務 2,896百万円

 

買戻義務 3,007百万円

３．受取手形割引高      388百万円

　　受取手形裏書譲渡高      75百万円

 

３．受取手形割引高   614百万円

　　受取手形裏書譲渡高 87百万円

＊４．国庫補助金により、有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳額

＊４．国庫補助金により、有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳額

建物及び構築物         0百万円

機械装置及び運搬具  121

その他 22

計 143

建物及び構築物        0百万円

機械装置及び運搬具  　 48

その他 14　

計 62　
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当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

＊５．当第３四半期連結会計期間末日の満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決済処理してお

ります。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の

休日であったため、次の満期手形が当第３四半期連結

会計期間末日の残高に含まれております。

＊５．――――――

受取手形 515百万円

支払手形 209百万円

  

  

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

運賃諸掛 8,709百万円

賞与引当金繰入 825 

退職給付引当金繰入 891 

役員退職慰労引当金繰入 85 

製品保証引当金繰入 290 

貸倒引当金繰入 122 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

運賃諸掛 2,750百万円

賞与引当金繰入 814 

退職給付引当金繰入 299 

役員退職慰労引当金繰入 24 

製品保証引当金繰入 17 

貸倒引当金繰入 137 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

（平成20年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 41,696

預入期間が３か月を超える定期預金 △8

現金及び現金同等物 41,687

 

 

EDINET提出書類

三井金属鉱業株式会社(E00024)

四半期報告書

24/36



（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 572,966千株

 

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,439千株

 

　３．配当に関する事項

　　配当金支払額　

（決議）
株式の種類 配当金の総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 6,872百万円 12円 平成20年３月31日 平成20年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 
鉱山・基
礎素材
（百万円）

中間素材
（百万円）

組立加工
（百万円）

環境・リ
サイクル
（百万円）

エンジニ
アリング
（百万円）

サービス
等
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1）外部顧客に対する売上高 13,58431,76226,9036,355 2,688 7,99089,285 － 89,285

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
5,034 3,254 877 3,424 3,045 1,76717,404(17,404)－

計 18,61835,01727,7819,780 5,733 9,758106,989(17,404)89,285

営業利益又は営業損失（△） △6,653△10,867△1,983△5,560 195 340△24,529(△44)△24,484

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 
鉱山・基
礎素材
（百万円）

中間素材
（百万円）

組立加工
（百万円）

環境・リ
サイクル
（百万円）

エンジニ
アリング
（百万円）

サービス
等
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1）外部顧客に対する売上高 52,918141,87197,48427,1968,31330,594358,378 － 358,378

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
22,15313,1502,56313,4287,479 6,36165,137(65,137)－

計 75,071155,022100,04840,62515,79336,955423,515(65,137)358,378

営業利益又は営業損失（△） △6,383△2,142△1,273△3,827 232 1,159△12,234 (2)△12,237

　（注）１．事業区分の方法

　当社の事業区分の方法は、主として製品の性質により、これに製造方法と市場の類似性を加味して区分してお

ります。

２．各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品等

鉱山・基礎素材 亜鉛、金、銀、亜鉛合金、地熱蒸気

中間素材

電解銅箔、半導体実装材料（ＴＡＢテープ・ＣＯＦテープ）、

電池材料（水素吸蔵合金、電池用亜鉛粉）、

薄膜材料（スパッタリングターゲット）、機能粉（マグネタイト、金属粉）、

レアメタル化合物（セリウム系研磨材、酸化タンタル、酸化ニオブ）、

セラミックス製品（アルミ溶湯濾過装置、アルミナ系・ＳｉＣ系セラミックス）、

パーライト（建築材、湿式濾過助剤、断熱材）、伸銅品（銅板、銅条、黄銅板、

黄銅条）、亜鉛板（印刷用亜鉛板、防食用亜鉛板、建材用亜鉛板）、

研削砥石、希土類、単結晶

組立加工
自動車用機能部品、亜鉛・アルミ・マグネダイカスト製品、

粉末冶金製品、自動車用触媒、非破壊型検査装置

環境・リサイクル
鉛、酸化亜鉛、リサージ、パーライト（乾式濾過助剤、土壌改良材）、

土壌調査、産業廃棄物処理、人工軽量骨材

エンジニアリング
各種産業プラント・環境機器・自動化機器等のエンジニアリング、

建築・土木等の建設工事の設計・施工、ポリエチレン複合パイプ

サービス等 非鉄金属・電子材料等の販売、情報処理システム
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３．会計処理の方法の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　たな卸資産

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、鉱山・

基礎素材が1,436百万円、中間素材が6,598百万円、組立加工が85百万円、環境・リサイクルが2,057百万円、

それぞれ増加し、営業利益は、エンジニアリングが12百万円減少しております。

 

　また、従来、後入先出法を採用していた当社の事業部及び国内連結子会社のたな卸資産の評価方法を、第

１四半期連結会計期間より、先入先出法又は総平均法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、中間素

材が874百万円減少し、鉱山・基礎素材が5,776百万円、組立加工が274百万円、環境・リサイクルが282百万

円、それぞれ増加し、営業利益は、エンジニアリングが2百万円増加しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2）に記載のとおり、連結子

会社の㈱大井製作所及び㈱アキタオオイは、有形固定資産（平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）、工具器具備品のうち金型は定額法）の減価償却の方法については、従来、定率法によっ

ておりましたが、第１四半期連結会計期間より、定額法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、組立加

工が123百万円減少しております。

 

(3）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(3）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、組立加

工が18百万円減少し、中間素材が801百万円増加し、営業利益は、サービス等が1百万円減少しております。

 

(4）リース取引に関する会計基準

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(4）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用しております。

　この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(5）に記載のとおり、在外子

会社等の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１

四半期連結会計期間より、期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、鉱山・

基礎素材が10百万円、中間素材が196百万円、それぞれ減少し、組立加工が106百万円増加し、営業利益は、

サービス等が0百万円増加しております。
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４．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法の改正を契機に固定資産

の使用状況等を検討した結果、第１四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、鉱山・基

礎素材が570百万円、中間素材が392百万円、組立加工が126百万円、環境・リサイクルが370百万円、それぞれ

増加し、営業利益は、エンジニアリングが0百万円、サービス等が37百万円、それぞれ減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 69,716 11,058 6,256 2,253 89,285 － 89,285

(2）セグメント間の内部売上高又は

　 振替高
5,199 6,269 23 153 11,647(11,647) －

計 74,916 17,328 6,280 2,407 100,932(11,647)89,285

営業利益又は営業損失（△） △23,973 △444 △883 △288 △25,590(△1,105)△24,484

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

北米
（百万円）

その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 275,66849,281 26,533 6,894 358,378 － 358,378

(2）セグメント間の内部売上高又は

　 振替高
24,700 21,907 190 1,688 48,488(48,488) －

計 300,36971,189 26,724 8,582 406,866(48,488)358,378

営業利益又は営業損失（△） △17,618 5,690 △1,822 412 △13,337(△1,100)△12,237

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の地域に属する主な国又は地域

アジア ・・・・台湾、中国、マレーシア、タイ、インド

北米 ・・・・米国

その他の地域 ・・・・イギリス、ペルー

 

３．会計処理の方法の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　たな卸資産

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、日本が

10,190百万円増加しております。

 

　また、従来、後入先出法を採用していた当社の事業部及び国内連結子会社のたな卸資産の評価方法を、第

１四半期連結会計期間より、先入先出法又は総平均法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、日本が

5,456百万円増加しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2）に記載のとおり、連結子

会社の㈱大井製作所及び㈱アキタオオイは、有形固定資産（平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）、工具器具備品のうち金型は定額法）の減価償却の方法については、従来、定率法によっ

ておりましたが、第１四半期連結会計期間より、定額法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、日本が

123百万円減少しております。
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(3）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(3）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、アジア

が783百万円減少しております。

 

(4）リース取引に関する会計基準

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(4）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用しております。

　この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(5）に記載のとおり、在外子

会社等の収益及び費用については、従来、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１

四半期連結会計期間より、期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、北米が

210百万円増加し、営業利益は、アジアが280百万円、その他が31百万円、それぞれ増加しております。

 

４．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、平成20年度の法人税法の改正を契機に固定資産

の使用状況等を検討した結果、第１四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業損失は、日本が

1,498百万円増加しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 14,788 6,684 2,768 24,242

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 89,285

Ⅲ．連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
16.56 7.49 3.10 27.15

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 72,618 27,942 9,551 110,112

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 358,378

Ⅲ．連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
20.26 7.80 2.67 30.73

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

アジア ・・・・台湾、韓国、中国、マレーシア、シンガポール、タイ、インド

北米 ・・・・米国

その他の地域 ・・・・イギリス、ドイツ、フランス、ペルー

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額       249円48銭 １株当たり純資産額 323円03銭 

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 155,293 199,545
純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

12,709 14,550

（うち少数株主持分） (12,709) (14,550)
普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会
計年度末）の純資産額（百万円）

142,583 184,995

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式
の数（千株）

571,526 572,683

 

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 35円03銭 １株当たり四半期純損失金額 42円48銭 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　　　　２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純損失（△）（百万円） △20,027 △24,281

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △20,027 △24,281

普通株式の期中平均株式数（千株） 571,671 571,535

 

（重要な後発事象）
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（役員報酬及び従業員の給与減額ならびに人員削減の実施）

　　平成21年１月20日開催の取締役会において、人員削減等の経営合理化の施策を決議いたしました。

　　その概要は次のとおりであります。

１．役員報酬等の減額について

　　当社は、業績不振の責任の所在を明確化するために、取締役および執行役員の報酬を平成20年10月支給分より (一

部取締役については、平成20年４月分より) 5～10％減額しておりますが、この度の経営合理化に伴い、平成21年４

月支給分より報酬等を最大50％削減に加重いたします。なお、減額期間は当社グループの業績の回復見通しが立つ

までの期間といたします。

２．従業員給与減額と人員削減について

　　当社ならびに主要関係会社を対象に、人件費削減による製造経費、販売費及び一般管理費の抑制を図るため以下の

施策を実施いたします。

　　なお、人員削減につきましては、海外を含む当社グループ全従業員に対し、定年退職など自然減耗の不補充、グルー

プ内への移籍・転換、希望退職の募集、契約更新をしないなどの施策を通じて約4,000名の人員を平成21年９月末ま

でに削減いたします。

　(1）管理職に対する給与の減額と希望退職者の募集（※当社ならびに主要関係会社を対象）

　　ア．管理職の給与減額

　　　　平成20年10月支給分より5％の給料減額を既に実施していますが、平成21年４月支給分より平成22年３月支給分

までの給与（給料、賞与）は、更なる加重を実施。

　　イ．管理職を対象とする希望退職者の募集

　　　　①募集人数　：管理職人員の15％程度

　　　　②募集対象者：管理職

　　　　③募集期間　：平成21年１月９日～３月31日

　　　　④退職日　　：平成21年３月31日

　　　　⑤優遇措置　：希望退職者に対し、所定の退職金の他に特別退職加算金を支給 
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

　(2）組合員に対する給与の減額と希望退職者の募集（※当社ならびに主要関係会社を対象）

　　ア．組合員の給与減額

　　　　平成21年４月支給分より平成22年３月支給分までの給与（給料、賞与）を減額。

　　イ．組合員を対象とする希望退職者の募集

　　　　①募集人数　：組合員数の10％程度

　　　　②募集対象者：組合員

　　　　③募集期間　：未定

　　　　④退職日　　：平成21年６月末

　　　　⑤優遇措置　：希望退職者に対し、所定の退職金の他に特別退職加算金を支給

　(3）今後の見通し

    ア．管理職を対象とした希望退職者の募集により、特別退職加算金の支給など約1,500百万円の特別損失を見込

んでおります。

　　イ．組合員を対象とした希望退職者の募集に伴い発生する特別退職加算金の支給などの業績への影響額は、現時点

では応募者数が未確定であり、合理的に見積もることは困難であります。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

三井金属鉱業株式会社(E00024)

四半期報告書

34/36



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

三井金属鉱業株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　輝彦　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三浦　　勝　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井金属鉱業株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井金属鉱業株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２．（１）に記載されているとおり、第１四半期連

結会計期間より、親会社及び国内連結子会社は通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準を、原価法から原価法

（貸借対照表計上額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更している。また、後入先出法を採用して

いた親会社の事業部及び国内連結子会社のたな卸資産の評価方法を、先入先出法又は総平均法に変更している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年１月20日開催の取締役会において、人員削減等の経営合理

化の施策を決議している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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